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『相続税法上の養子縁組』 
Ⅰ．民法上の養子縁組 
 養子縁組は、養親の老後の扶養や遺産相続の後継者確保などを目的として行われます。

民法上、養子の数には制限はありません。しかし、尊属や年長者を養子にすることはで

きません。養子縁組が有効に成立しているならば、何人養子がいても構わないのです。

そして、養子は縁組みの日から養親の子となり実の親子と同じ関係が生じてくることに

なります。しかも、養子縁組は特別養子縁組の場合を除き、養子と実の親、実の親族と

の関係には、何の影響もありません。 

Ⅱ．相続税法上の養子縁組 
 行き過ぎた税負担回避行為としての養子縁組に対応するため、相続税法上は民法より

も厳しい制限が設けられ、次のような規定とされています。 
（１） 実子相続人（代襲相続人等を含む）がいる場合には、被相続人の養子のう     

    ち１人のみを法定相続人の数に含める。 
（２） 実子相続人がいない場合には、被相続人の養子のうち２人までを法定相続 
    人の数に含める。 
（３） （１）及び（２）の場合でも、税の負担を不当に減少させる目的の養子と 

      認められる場合には、法定相続人の数に含めない。例えば、養子縁組をし  
      た時期には、既に被相続人に意識不明となっており、当事者能力がない場  
      合や、社会通念上の親子関係創設の意思が全くなく節税効果のみを目的と 
      した縁組などは、縁組の意思を欠くものとして無効になると考えられます。 

Ⅲ．相続税法上の養子の数の制限は、どんな場合に摘用されるのか 
 相続税法における法定相続人の「数」に算入する養子の「数」についての規制は、あ

くまで相続税の計算上の取扱についてのみの規制です。 
   ① 遺産に係る基礎控除額の計算 
   ② 生命保険の非課税限度額の計算 
   ③ 退職手当金等の非課税限度額の計算 
   ④ 相続税の税額の計算 
を行う場合について適用されます｡ 


